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日本で働く外国人労働者は増加

在留外国人数 外国人労働者数
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（資料）出入国在留管理庁「在留外国人統計」「旧登録外国人統計」
（注）各年12月末時点。
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（万人） 342万人
（2023年）
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（資料）厚生労働省「外国人雇用状況報告の結果について」、
「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」

（注）1993～2006年は6月1日時点、2007年以降は10月末時点。
 2007年は欠損。

（年）

（万人） 205万人
（2023年）

１．日本の外国人労働者をめぐる動向
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低～中技能労働者が伸びをけん引
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（資料）出入国在留管理庁「在留外国人統計」「旧登録外国人統計」
（注）各年12月末時点。1991年は欠損。

 斜線部は、「技能実習」の前身にあたる「研修」。厳密には、就労が
 認められる在留資格ではなく、「技能実習」と直接的な接続は不可。

（年）

在留外国人数
（就労を目的とした在留資格）

専門的・技術的分野の在留資格

教授 芸術 宗教 報道

経営・管理 法律・会計業務

技術・人文知識・国際業務

医療 研究 教育

企業内転勤 興行 技能介護

高度専門職

中技能労働者

特定技能

未熟練労働者

技能実習

スキル
レベル

HIGH

LOW

１．日本の外国人労働者をめぐる動向
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背景① 人手不足の深刻化

完全失業率（季調値） 企業の人手不足感
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（資料）総務省「労働力調査」

（年/月）

（％）

2.5%
（2024年8月）
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（資料）日本銀行「全国企業短期経済観測調査（短観）」

（年/期）

（「過剰ー「不足」、％ポイント）

人手不足感
が強い

（短観・雇用人員判断DI）

１．日本の外国人労働者をめぐる動向
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背景① 人手不足の深刻化

外国人材に期待する効果 各都道府県の就業者に占める技能実習生

13.3

15.1

17

18.7

34.4

14.4

15.4

19.9

21.6

52.2
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外部発信力の強化

海外展開への布石

社内の国際化・

異文化理解の促進

社内のコミュ

ニケーション向上

労働力不足の解消

技能実習

特定技能

（資料）日本貿易振興機構「2022年度 日本企業の海外
    事業展開に関するアンケート調査」

（注）複数回答による回答社数構成比。調査期間は2023年11～12月。

（％）

（上位5項目）
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（就業者に占める技能実習生、％）

（資料）総務省「労働力調査」、厚生労働省「『外国人雇用状況』の
届出状況まとめ」「一般職業紹介状況」

（注）各都道府県の技能実習生数と有効求人倍率は2023年10月。
 就業者数は2023年10～12月期。

（有効求人倍率）

各点は
都道府県

１．日本の外国人労働者をめぐる動向
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背景② 企業活動のグローバル化

外国人材に期待する効果 海外事業売上高比率
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（資料）日本貿易振興機構「2022年度 日本企業の海外
    事業展開に関するアンケート調査」

（注）複数回答による回答社数構成比。調査期間は2023年11～12月。

（％）

新商品開発・
イノベーション創出

海外市場の
マーケティング強化

海外市場の
営業・交渉力の向上

（上位5項目）
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（資料）経済産業省「海外事業活動基本調査」「企業活動基本調査」
（注）海外事業売上高比率＝（現地法人売上高＋輸出額）／（現地

 法人売上高＋輸出額＋国内売上高）。

（年度）

（現地法人売上高＋輸出額）

１．日本の外国人労働者をめぐる動向
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先行きも外国人労働者の需要は拡大へ

労働力人口 時間当たり労働生産性の伸び率
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（資料）総務省「労働力調査」、
国立社会保障・人口問題研究所「将来人口推計」

（注）将来人口推計は出生中位ケース。労働参加率の想定は以下の通り。
・24歳以下、70歳以上、25～59歳男は2023年の水準で横ばい。
・それ以外はコロナ後のペースで上限値まで上昇。
（上限は、60代前半男90％、60代後半男70％、25～59歳
 女90％、60代前半女90％、60代後半女60％）
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（資料）内閣府「国民経済計算年次推計」
（注）後方5年移動平均。

（年）

１．日本の外国人労働者をめぐる動向
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政府の政策方針にも変化

外国人労働者の受け入れに対する政府見解

高度人材 単純労働者

第6次雇用対策基本計画
 （1988年）

 「専門、技術的な能力や外国人ならでは
の能力に着目した人材の登用は（中
略）可能な限り受け入れる方向」

 「いわゆる単純労働者の受入れについては
 （中略）十分慎重に対応する」

第7次雇用対策基本計画
 （1992年）

 「専門的・技術的分野の労働者は可能
な限り受け入れることとし」

 「いわゆる単純労働者の受入れについては（中略）
  国民のコンセンサスを踏まえつつ、十分慎重に対応する」

第8次雇用対策基本計画
 （1995年）

「専門的、技術的分野の労働者について
    は可能な限り受け入れることとし」

 「いわゆる単純労働者の受入れについては（中略）
  国民のコンセンサスを踏まえつつ、十分慎重に対応する」

第9次雇用対策基本計画
 （1999年）

 「専門的、技術的分野の外国人労働者
の受入れをより積極的に推進する」

 「いわゆる単純労働者の受入れについては（中略）
  国民のコンセンサスを踏まえつつ、十分慎重に対応する」

雇用政策基本方針
（2008年）

「専門的・技術的分野の外国人について、
  我が国での就業を積極的に推進する」

「将来の労働力不足の懸念に対して（中略）外国人
  労働者の受入れ範囲を拡大して対応するのではなく」

雇用政策基本方針
（2014年）

「企業の高度外国人材の活用を積極的
に推進する」

 「外国人労働者の受入れ範囲（中略）の拡大について
は（中略）国民的議論が必要である」

労働施策基本方針
（2018年）

 「従来の専門的・技術的分野における外国人材に加え、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外
国人材を幅広く受け入れていく仕組みを構築する」

（資料）厚生労働省

１．日本の外国人労働者をめぐる動向
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１．日本の外国人労働者をめぐる動向

政府の政策方針にも変化（低～中技能）

2018
「特定技能」の創設

航空

建設 造船・舶用工業 自動車整備

介護 ビルクリーニング 工業製品製造業

宿泊 自動車運送業 鉄道

農業 漁業 飲食料品製造業

外食業 林業 木材産業

対象16分野

（資料）出入国在留管理庁

人手不足を理由に
非専門的・非技術的分野の
外国人労働者の受け入れを解禁

2024
「育成就労」の創設

目的：人材育成を通じた国際貢献

技能実習

実態：人材確保の手段

かい離

目的：人材育成と人材確保の両方

育成就労

「国際貢献」の理念が形骸化
していた技能実習制度を廃止し、
「人材確保」を目的とする新制度へ
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高度外国人材誘致に向けた新制度 国家戦略特区における在留特例措置

家事支援
外国人材

創業
外国人材

クールジャパン
外国人材

農業支援
外国人材

外国人
美容師

外国人
エンジニア

（資料）出入国在留管理庁

家事支援サービス企業に雇用される
外国人の入国・在留が可能

日本で創業を希望する外国人に対し
入国や事業所確保の要件などを緩和

クリエイターなどクールジャパン関連
分野の外国人の受け入れを促進

農業支援活動を提供する企業に雇用
される外国人の入国・在留が可能

一定の要件下、日本の美容師免許を
取得した外国人留学生に在留資格付与

IT・半導体関連の産業分野で
在留審査の迅速化および期間の明確化

１．日本の外国人労働者をめぐる動向

政府の政策方針にも変化（高度人材）

特に高度と認められる高度外国人材に対し
在留上の優遇措置を追加

特別高度人材制度（J-Skip）

永住許可要件の緩和
（在留歴を通常10年から1年に短縮）

親の帯同可 家事使用人の帯同可

など

優秀な海外大学・大学院を卒業した者が
日本で「就職活動」または「起業準備活動」
を行う場合、雇用契約がない状態でも
最長2年間の在留が可能

未来創造人材制度（J-Find）

（資料）出入国在留管理庁
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２．諸外国との比較

選別色を強める諸外国の外国人労働者誘致策

OECD加盟国における 世界銀行が提唱する
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（資料）OECD ″Database on Immigrants in 
OECD Countries（DIOC）″

（注）外国人労働者（15歳以上、外国生まれの就業者）に占める割合。
 高学歴者は、ISCED（国際標準教育分類）のレベル5以上（高等教
 育修了）。低学歴者は、同レベル2以下（無教育～中等教育途中）。

（年）

外国人労働者の学歴

HIGH

LOW

適合度

移民受け入れ
便益＞コスト

移民受け入れ
便益＜コスト

機会 動機 恐怖

国際法上の
受入れ義務なし

国際法上の
受入れ義務あり

（資料）World Bank “World Development Report 2023”

非正規移民
など

多くの難民
など

「適合と動機のマトリックス」

高需要の
スキルを有する

難民など

多くの
経済移民

主要国は、経済効果の高い
高スキル移民を選好
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２．諸外国との比較

カナダ、オーストラリアは政策的に高技能移民を優遇

外国人労働者に占める高技能労働者 自国民と移民の大卒比率の差
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（資料）OECD ″Database on Immigrants in OECD Countries″
（注）2015～16年。外国人労働者（外国生まれ、15歳以上の就業者）

 に占める高技能労働者の割合。高技能労働者は、国際標準業種分類
（ISCO）のスキルレベルが3以上の職務従事者。
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（資料）OECD
（注）2023年。25～64歳人口。

（移民の大卒比率ー自国民の大卒比率、％ポイント）

移民の学歴が

自国民の学歴より高い
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２．諸外国との比較

（資料）Macaluso（2022）を一部再編

政府 企業

外国人材

ビザ
申請

スクリーニング
（ポイント制）

人材プール

供給主導型

技能移民プログラム
1989

技能移民プログラム
1967

政府 企業

外国人材

雇用
契約

需要主導型

需給管理
（労働市場テストや
    数量制限など）

ビザ申請

専門的・技術的分野の在留資格
1989

EUブルーカード
2009

H-1Bビザ
1990

ハイブリッド型

Sパス
2004

エクスプレスエントリー
2005

高度専門職
2012

E-7-4（熟練技能人材）
2012

政府 企業

外国人材

雇用
契約

スクリーニング
（ポイント制）

ビザ
申請

企業のニーズに即した
人材を得やすい

政府の政策目標に
即した人材を得やすい

投資家ビザ（Tier1）
2008

主要国の高度移民政策の分類

カナダ、オーストラリアは政策的に高技能移民を優遇
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２．諸外国との比較

欧米諸国が選別色を強める背景～移民政策の「失敗」

経緯・
背景

・欧米ともに元来は移民に寛容。とりわけ、人手不足等を理由に当初は外国人労働者を積極
的に受け入れ（米国では建国の伝統、欧州は第二次世界大戦の復興のため）。

・本来は移民・難民は一時滞在者が多かったが、定住化。また定住した人々が家族を呼び寄
せ。

・1970年以降、オイルショック等の景気悪化等を契機に外国人労働者への反発が強くなる。

・足元でも外国人労働者が人々の不満のスケープゴートとなる。米国のトランプ大統領選出、
欧州の極右政党の躍進の主因の一つが移民問題。

・欧米ともなし崩し・場当たり的な対応を繰り返した結果、 問題は深刻化。例えば、ドイツのメ
ルケル首相（当時）は「ドイツは移民問題に失敗」と発言。

難民問題
の深刻化

一部の国家は難民に寛容な欧米諸国に対して積極的に難民を送り出す傾向（移民の武器
化）こうしたなか、新たな安全保障問題ともいえる状況。

足元の政
策変更

人々の反発や難民問題の深刻化を受けて、多くの国では移民の受け入れを制限する方向へ。
また、不法移民の取り締まりを強化。高技能者に限定する、いわば選択的な移民の受け入れ
に変化。移民受け入れを戦略的に。難民も受け入れも厳格化の方向。
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２．諸外国との比較

米国の苦悩～混合身分家族問題

〇一つの家族の中に不法移民と合法
的な国民が併存することとなる。

〇不法移民の取締りによって親が強制
送還されれば離散家族という人道
的な問題が発生

親：不法移民

子：米国人
（米国で生まれれば米国人：

出生地主義）

とりわけ米国の移民問題を難しくしているのが、混合身分問題。

非合法移民であっても米国出生の子供たちには市民権が与えられることもあって、家族の
中に市民、合法移民、短期滞在者、非合法移民が混在し、一たび検挙されれば、家族
離散に。
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２．諸外国との比較

「高度外国人材の卵」として期待される留学生

就労資格の取得に占める留学生の割合 「留学」から「技術・人文知識・国際業務」
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（資料）OECD "International Migration Outlook 2022"
（注）2019年に新規取得された就労許可・就労を目的とした在留資格

 のうち、留学者の在留資格変更が占める割合。

（％）
（2019年） への在留資格変更者数
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（資料）出入国在留管理庁「出入国在留管理（入管統計）」

（万人）

（年）
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２．諸外国との比較

留学生の想定キャリアパス 日本の外国人留学生数

技術・人文知識・
国際業務留学

高度専門職

学歴・職歴
大学・専門学校を卒業

または実務経験が10年以上

業務と専門性の関連
従事する職務と大学等で

学んだ内容がマッチしている

ポイント制
学歴や実務経験、

年収、年齢などの

項目でポイント計算し

70点以上を取得

（資料）出入国在留管理庁、経済産業省
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（資料）日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」

（年度）

40万人
2033年に向けた  .

政府目標：

31.8

「高度外国人材の卵」として期待される留学生
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一方、非熟練労働者は定住を抑制する方向

キーワーカーに占める移民労働者の割合 OECD諸国への労働移民の流入数
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永住型移民（滞在期間に上限なし）

一時滞在型移民（滞在期間に上限あり）

（万人）

（資料）OECD "International Migration Outlook 2023"

（年）

２．諸外国との比較
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（資料）ILO "World Employment and Social Outlook 2023"
（注）キーワーカーは、ILOの定義で「社会が機能するために必要な財や

 サービスを提供する職業」に従事する者。レポート内では、医療・衛生
や販売、物流関連など8分野の職業が対象とされている。
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３．今後の課題

移住先としての日本の魅力度低下

外国人正社員が 外国人正社員の職場への不満
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（上位5項目）

（資料）パーソル総合研究所「日本で働く外国人材の就業実態・意識調査」
（注）日本で働く外国籍の就業者（正社員）500人にオンラインで実施されたアンケート調査の結果。調査時期は2019年10～11月。
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３．今後の課題

移住先としての日本の魅力度低下

主要国の平均賃金 アジアの主要都市における
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（資料）OECD
（注）比較した平均賃金は購買力平価米ドル換算値。

（年）

（OECD内での順位）
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（資料）Levels.fyi "End of Year Pay Report 2022"
（注）給与データベースサービスLevels.fyiが、各国・地域の一定規模以上の

 大都市について、ソフトウェアエンジニアの給与（賞与やストックオプション
 などを含む）を集計した結果。2022年。

ソフトウェアエンジニアの給与水準
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３．今後の課題

移住先としての日本の魅力度低下

OECD INSEADIMD
世界人材ランキング

（魅力度）

1 ニュージーランド

2 スウェーデン

3 スイス

4 オーストラリア

5 ノルウェー

1 スイス

2 アイルランド

3 オランダ

4 ルクセンブルク

5 シンガポール

22 日本 19 日本

1 ルクセンブルク

2 シンガポール

3 スイス

4 UAE

5 アイルランド

42 日本

（資料）OECD、IMD、INSEAD

… ……

人材誘致に関するOECD指標
（高学歴労働者）

世界人材競争力指数
（魅力度）

（全67ヵ国・地域）

各種統計データと企業幹部

6,612名へのアンケート調査

を基に、海外高度人材への

各国の魅力度を評価

（全38ヵ国・地域） （全134ヵ国・地域）

外的開放（グローバル化な

ど）と内的開放（社会的移

動など）に関する指標から、

各国の人材獲得力を評価

各種統計データを基に、「所

得と税」「機会の質」など7側

面から、高学歴労働者にとっ

ての各国の魅力度を評価
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多文化共生施策の主な所轄官庁

（資料）外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和６年度改訂）」
  「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」

文部科学省

・日本語教育の推進

・外国人の子の就学

促進やキャリア支援

・留学生の就職支援

 など

厚生労働省

・外国人の子育て支援

こども家庭庁

法務省

「司令塔」の不在

・外国人の雇用管理

・医療機関の外国人

受け入れ環境の整備

・社会保障制度

に関する周知広報

 など

・在留外国人の実態把握

・総合的な情報発信

・マイナンバーの活用 など

総務省

・生活オリエンテーション

に係る地方財政措置

・「災害時外国人支援

情報コーディネーター」

の養成  など 

３．今後の課題

統合政策における「司令塔」役の不在
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地方公共団体における地方公共団体における
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（％）

（資料）総務省「多文化共生の推進に係る指針・計画の策定状況」
（注）各年4月1日時点。2011年は東日本大震災の影響で調査未実施。

（年）

多文化共生指針・計画の策定状況

都道府県

100％

市・特別区

78％

町・村

30％

３．今後の課題

多文化共生施策に係る国への要望
（上位5項目）

36.1

36.3

40.9

54.6

58.9

0 20 40 60

意識啓発の促進

（資料）日本国際交流センター「自治体における外国人住民関連
施策に関するアンケート調査」

（注）外国人住民が50人以上居住する地方自治体が対象。
 複数回答による回答比。調査期間は2021年7～9月。

（％）

予算・人員補助
（自治体事業）

予算・人員補助
（人材育成）

自治体・国の
役割明確化

予算・人員補助
（政府推進事業）

統合政策における「司令塔」役の不在
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３．今後の課題

政策提言～我々は何をすべきか

１
外国人政策の司令塔
の設置と総合的・戦略
的な施策の立案

関係省庁の横ぐし的機能や戦略的な政策立案・実施できる
行政組織を手当て（司令塔の設置）するほか、外国人政
策の基本理念・基本法を制定する必要。

２
日本就労に対する適
合性・動機の高い人材
の受け入れ

世界銀行の区分でいえば、適合性と動機が高い人材を優先
した受け入れが、日本だけでなく、外国人労働者にとっても望
ましい。高度人材の誘致、活用に際しては、機微な情報を扱
う分野ではセキュリティ・クリアランス制度を適用。

３
社会的統合政策の推
進

日本語教育機関認定法の下で、日本語教育機関、教育者
の質の向上を着実に進めていく必要あり。また、移民二世、
三世の社会統合にも目配りした対応が重要。

４
自国民に納得感のある
不法移民への対応

欧米では不法移民への対応を厳格化する方向。わが国とし
ても欧米の状況を見ながら適切な対応をとっていく必要。
不法移民への対応については、移民送り出し国との連携が不
可欠。二国間協定の強化も重要な視点
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４．おわりに

外国人労働者の取り扱いについては各国とも苦労しており、全体的に、新たに入国する人
材については、自国に適応できる人材に特化するほか、既に自国にいる人材については自
国に円滑に溶け込めるようにするという方向性で話が進んでいる。つまり、自国にはコント
ロール可能な範囲でしか受け入れないという形である。

一方で、わが国では、人手不足が深刻化するなか、なし崩し的に広がってきているという現
状がある。こうした状況は、日本にとっても、外国人にとっても不幸である。両者が安心して
生活を送らせるためには、まずは体制整備が必要であり、それが未整備なままで進めること
は、欧米のように国家分断となるリスクがあることは十分留意すべきである。拙速となること
なく、十分に制度的な対応を行いながら、丁寧に進めるべき話である。

移民問題でよく指摘される警句がある。スイスの作家のマックス・フリッシュの「我々は労
働力を呼んだのが、やって来たのは人間だった」である。人々は低賃金かつ手頃な労働
力を期待して外国から人々を招く。しかしながら、彼らは人間である。日本に適合できるか
は、その人の個性のほか、日本の態勢によるところも大きい。海外から来る労働者は「人
間」であることを考えて、この問題を考えなければならない。
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